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※ 本ニューズレターは、2022 年 5 月 26 日現在の情報に基づいています。 

 

 ミャンマー中央銀行(｢CBM｣)が 2022 年 4 月 3 日に発出した告示(Notification No. 12/2022)(｢本強制兌換告示｣)により、一定の

例外を除いて、国内居住者が国外から取得した外国通貨について、外国為替取引の許可を持つ銀行に送金してミャンマーチャッ

トへの転換が強制されることとなり、外国企業を中心にミャンマーでの事業継続に大きな打撃を与えている状況にあります(その詳

細は、2022 年 4 月 6 日付のニューズレター、2022 年 4 月 8 日付のニューズレター及び 2022 年 4 月 28 日付のニューズレターご

参照)。 

 

本強制兌換告示に関連して、2022 年 5 月 25 日付で、CBM から各省庁、州・管区政府機関、ネピドー・ヤンゴン・マンダレー市開

発委員会(総称して｢被通知当局｣)に対して、通知書(｢本通知書｣)が発出されましたが、その内容が、今後の民間事業者への外国

通貨の使用に更なる影響を与える可能性があるため、速報としてご連絡します。 

 

本通知書では、外国通貨が、土産物店、外国人への賃貸、外国投資家により設立された学校、レストラン、ホテル等においてミャ

ンマーチャットの代わりに使われている現状があることや、各省庁の下部組織等において外国通貨を事業の収入として得ている

こと(賃料、保険事業への資本金、合弁事業からの収入等を例示)を指摘したうえで、本強制兌換告示にかかる事項に基づいて、

被通知当局では、被通知当局の下部組織に対して国内での使用・支払についてはミャンマーチャットを利用するよう指示しなけれ

ばならず、当該指示を下部組織に伝達した後に CBM に対して報告することを求めています。 

 

本通知書の直接の宛先は被通知当局ですが、合弁事業からの収入等において外国通貨が使われていることも問題として指摘さ

れていることから、政府と合弁事業を行っている場合には、当該通知書による影響を受ける可能性が懸念されます。加えて、本通

知書では民間事業者の事業活動を直接に取り締まっているものではありませんが、外国通貨が、土産物店、外国人への賃貸、

外国投資家により設立された学校、レストラン、ホテル等においてミャンマーチャットの代わりに使われている現状を指摘している

ことからすると、今後、これらの事業活動における外国通貨を制限するような規制が登場することが懸念されます。万が一そのよ

うな規制が登場すれば、これらの事業活動は更に打撃を受けることが懸念されるため、今後の動向を注視していく必要がありま

す。 

 

 

 
  

当事務所では、クライアントの皆様のビジネスニーズに即応すべく、弁護士等が各分野で時宜にかなったトピックを解説したニューズレターを執筆し、

随時発行しております。N&A ニューズレター購読をご希望の方は N&A ニューズレター 配信申込・変更フォームよりお手続きをお願いいたします。 

また、バックナンバーはこちらに掲載しておりますので、あわせてご覧ください。 

 

本ニューズレターはリーガルアドバイスを目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護

士の適切なアドバイスを求めていただく必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所の

クライアントの見解ではありません。 
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